
令和５年７月７日  

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

内 閣 官 房 長 官 

復 興 大 臣 

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

（ 地 方 創 生 ） 

 

様 

 

盛岡市内丸10番１号        

岩手県議会議長 五日市   王  

 

 

社会保障制度の整備、子育て施策、ふるさと振興の推進等のための地

方財政の充実、強化を求める意見書 

急激な少子高齢化に伴う医療、介護など社会保障制度の整備、子育て施策、人

口減少下でのふるさと振興をはじめ、デジタル化、脱炭素化、物価高騰対策など

の施策における地方公共団体の確実な行政運営の推進に向けて、地方財政の充実、

強化を図るよう強く要望する。 

理由 

新型コロナウイルス感染症は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律上の位置付けが５類感染症になったものの、ワクチン接種や保健所も

含めた医療提供体制など、国からの財政支援が不可欠な状況にある。 

また、東日本大震災津波をはじめ、相次ぐ自然災害に対し、地方公共団体では

住民の安全確保施策の充実が求められており、安定した財源措置が必要である。 

さらに、社会保障制度の整備、子育て施策、人口減少下でのふるさと振興、Ｄ

ＸやＧＸなどの政策推進が国から要請されている中、諸課題へ適切に対応するた

め、人材と財源の確保が極めて重要である。 

加えて、令和２年度から会計年度任用職員制度が導入され、令和６年度からは

会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給が可能となるが、財源措置が不透明な

中で常勤職員との格差の課題もあり、常勤職員を中心とする公務運営の原則を維

持しつつ、会計年度任用職員の適正な勤務条件の確保に必要となる財政需要の増

加に対応する地方財政措置が必要である。 

よって、国においては、令和６年度の政府予算と地方財政計画の検討に当たり、

急激な少子高齢化に伴う医療、介護など社会保障制度の整備、子育て施策、人口

減少下でのふるさと振興をはじめ、デジタル化、脱炭素化、物価高騰対策などの



 

施策における地方公共団体の確実な行政運営の推進に向けて、地方財政の充実、

強化を図るため、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

１ 令和６年度地方財政計画の策定に当たり、少子高齢化に伴う医療、介護など

社会保障制度の整備、子育て施策、ふるさと振興をはじめ、デジタル化や脱炭

素化、地域公共交通の再構築など地方公共団体の財政需要を的確に把握すると

ともに、それを支える人件費を重視し、十分な地方一般財源総額の確保を図る

こと。また、介護、児童虐待防止、児童の安心・安全を保障する保育施設等の

人的環境整備、生活困窮者自立支援など、急増する社会保障ニーズへの対応と、

これらに必要な人材を確保するための社会保障予算の確保及び地方財政措置を

的確に行うこと。 

２ 新型コロナウイルス感染症対策として、５類感染症移行後におけるワクチン

接種体制や保健所も含めた医療提供体制について、自治体での混乱が生じるこ

とのないよう、十分な財政措置やより速やかな情報提供などを行うこと。 

３ 東日本大震災津波からの復興に当たり、切れ目のない被災者支援と産業・生

業の再生に係る支援措置の継続、強化に力点を置き、引き続き地方公共団体が

施策を進めるために必要な復興事業費総額の確保を図ること。 

４ 地方交付税の財源保障機能・財源調整機能の強化を図り、各地方公共団体に

おける新たな財政需要の把握、小規模地方公共団体に配慮した段階補正の強化

などの対策を講じること。併せて、地方交付税原資の確保のため、地方交付税

法第６条第１項に定める対象国税４税（所得税、法人税、酒税、消費税）の法

定率引き上げ、臨時財政対策債に頼らない、より自律的な地方財政の確立を進

めること。また、特別交付税の配分に当たり、諸手当等の支給水準が国の基準

を超えている自治体に対して、その取扱いを理由とした特別交付税の減額措置

を行わないこと。 

５ 森林環境譲与税の譲与基準について、森林面積や林業従事者数の多い地方公

共団体への譲与額を増大させるよう、人口による配分を３割とする現行の譲与

基準を見直すこと。 

６ 会計年度任用職員の処遇改善に向けて、令和６年度から可能となる勤勉手当

の支給も含め、引き続き所要額の調査を行い、必要な財源確保を図り、処遇改

善額が明確となるよう配慮すること。併せて、地方公共団体の公務運営に当た

り、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務運営の原則を維持するととも

に、行政需要に応じた常勤の地方公務員の確保に係る地方財政措置の拡充を図

ること。 

７ デジタル化における地方公共団体情報システムの標準化について、引き続き

地域デジタル社会推進費に相当する財源を確保するなど、十分な財源を保障す

ること。特に戸籍等への記載事項における氏名の振り仮名の追加については、

自治体において相当な業務負荷が予想されることから、現場における意見を十

分に勘案しながら、必要な経費を国の責任において確保すること。 

 上記のとおり地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 


